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交通ネットワークの連携が�
外国人観光消費に与える影響について

奥　田　隆　明�
張　　　　　銘

要旨

　本論文では，訪日外国人の携帯位置情報を活用することにより，愛知県内の市
区町村を対象にした周遊型観光消費モデルを開発した。このとき，交通ネットワー
ク投資の影響を都道府県単位で分析する全国モデルと，市区町村単位で分析する
愛知県モデルを組み合わせたモデル構造を提案している。また，開発したモデル
を用いて，リニア中央新幹線の名古屋開業にあわせて東海道新幹線の運行パター
ンを変更した場合，愛知県内の観光消費がどのように変化するのかについて分析
を行った。分析の結果，リニア中央新幹線が名古屋開業した場合，名古屋駅のあ
る中村区等で観光消費が大きく増加すること，また，これにあわせて東海道新幹
線の運行パターンを変更した場合，東三河地域では，豊橋駅のある豊橋市やアク
セスが便利な蒲郡市等で観光消費が増加すること，西三河地域では，三河安城駅
のある安城市やアクセスが便利な刈谷市等では観光消費が増加するものの，三河
安城駅から空間的には近い豊田市等では観光消費が増加しないことなどが明らか
になった。

キーワード：観光消費，高速鉄道投資，携帯位置情報

1．はじめに

　コロナ禍で停滞していたインバウンド観光も次第に回復の兆しを見せている。滞在
期間の長い外国人観光客は国際空港に到着した後，2次交通を利用して全国の観光地
を周遊する。そのため，国際空港からのアクセス交通はもちろん，リニア中央新幹線
のような幹線交通や，都市から観光地に移動するための地方交通がシームレスにつな
がって利用できることが重要である1）。現在，東海道新幹線の代替ルートとしてリニ
ア中央新幹線の建設が進められているが，リニア中央新幹線の開業によって大都市圏
直通型（のぞみタイプ）の列車がリニア中央新幹線に移行すると，東海道新幹線はこ
れまで以上に多様なパターンで運行することが可能になるものと考えられる。
　愛知県には，リニア中央新幹線が停車する名古屋駅の他にも，東海道新幹線の停車
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駅として豊橋駅と三河安城駅がある。しかし，豊橋駅も三河安城駅も停車する新幹線
の数が少なく，必ずしも便利な新幹線駅とは言えない状況にある。他方で，東海道新
幹線の沿線には戦国武将にゆかりの観光資源も数多く2），これらを活用して沿線地域
がもっと広域的な連携を強化すれば，コロナ禍で停滞している訪日外国人の観光消費
を取り込むことができるものと考えられる。さらに，東海道新幹線の沿線地域が訪日
外国人の観光消費を取り込むことができれば，さらに多くの交通需要が顕在化し，こ
れによって多様な運行パターンを実現することも可能になるものと考えられる。
　他方で，2．で詳しく説明するように，観光地毎の観光消費は空間的自己相関を持
つことから，空間的自己相関モデルを用いた分析が行われることが多い。しかし，リ
ニア中央新幹線のような交通ネットワーク投資が行われると，観光地の関係を表す空
間重み行列が変化するため，空間重み行列の変化を分析する周遊型観光消費モデルの
開発が行われてきた。従来，この周遊型観光消費モデルは都道府県のような比較的大
きな空間スケールで開発が行われてきたが，近年，訪日外国人の周遊行動を把握する
携帯位置情報が利用できるようになってきているため，新幹線駅とその周辺観光地の
ような，さらに小さな空間スケールでの分析も可能であると考えられる。
　そこで，本研究では，訪日外国人の携帯位置情報を活用することにより，愛知県の
市区町村を対象にした周遊型観光消費モデルを開発する。そして，開発した周遊型観
光消費モデルを用いて，リニア中央新幹線の名古屋開業にあわせて，東海道新幹線の
運行パターンを変化させることにより，愛知県の市区町村において訪日外国人の観光
消費がどのように変化するのかを分析することを目的とする。以下，2．では，従来
の関連研究について整理した後，本研究の位置づけについて述べる。続く，3．では，
分析モデルの基本的な考え方について説明し，4．では，愛知県でパラメータ推定を行っ
た結果について説明する。さらに，5．では，開発した周遊型観光消費モデルを用い
てリニア中央新幹線と東海道新幹線の変化が訪日外国人の観光消費に与える影響につ
いて数値シミュレーションを行った結果について報告する。そして，6．では，研究
の成果と今後の課題について述べる。

2．従来の関連研究

（1）空間的自己相関モデル

　観光客が複数の観光地を周遊しながら観光消費を行う場合，それぞれの観光地での
観光消費が空間的自己相関を持つことが指摘されている3）。そのため，従来，空間的
自己相関を考慮できる空間ラグモデル等を用いて観光消費の空間的波及（スピルオー
バー）が分析されてきた4）。例えば，奥村ら（2008）は，日本国内の観光地毎の宿泊
者数について分析を行い，観光地の宿泊者数が周辺観光地の宿泊者数の影響を受ける
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ことを明らかにしている5）。また，Kimら（2022）は，携帯位置情報などを用いて観
光アトラクション毎の訪問者数について分析を行い，観光アトラクションの訪問者数
が周辺観光アトラクションの訪問者数の影響を受けることを明らかにしている6）。と
ころが，こうした空間的自己相関モデルでは観光地の関係を表す空間重み行列が仮定
されるが，新たな交通ネットワーク投資が行われると空間重み行列自身が変化する。
そのため，交通ネットワーク投資の影響評価を行うためには，交通ネットワーク投資
と空間重み行列の関係を明らかにする必要がある。

（2）交通ネットワーク投資の評価モデル

　リニア中央新幹線のような新しい技術の導入は経済活動に様々な影響を与える。従
来，こうした影響を分析する地域経済モデルの開発が行われてきた。例えば，日本で
も新幹線や高速道路が地域経済に与える影響を分析する地域計量モデルが数多く開発
されてきた7），8），9）。また，インバウンド観光の場合，複数の交通サービスを時空間で
シームレスに組み合わせて利用する必要があるため，高速鉄道も国際航空の 2次交通
として利用されることになる。そのため，筆者らは周遊の中で行われる観光消費を分
析する周遊型観光消費モデルを開発し，高速鉄道への投資がインバウンド観光消費に
与える影響を分析してきた10）。これらの分析モデルを用いると，空間的自己相関を考
慮すると同時に，交通ネットワーク投資による空間重み行列の変化を分析することが
可能になる11）。ところが，従来，これらの分析モデルは都道府県のように比較的大き
な空間スケールで開発されてきたため，愛知県内の複数の新幹線駅を結ぶような小ス
ケールの交通サービスを分析することは難しいと言わざるを得ない。

（3）本研究の位置づけ

　一方，近年，訪日外国人が持つ携帯位置情報を利用すれば，訪日外国人がどのよう
な周遊を行っているのかについて小スケールで把握することが可能になってきてい
る12）。これらの情報を活用すれば，新幹線駅とその周辺の観光地のような，小スケー
ルでの分析が可能になるものと考えられる。そこで，本研究では，訪日外国人の携帯
位置情報を活用することにより，愛知県内の市区町村を対象にして，訪日外国人が周
遊の中で行う観光消費を分析する周遊型観光消費モデルを開発する。そして，このモ
デルを用いて，リニア中央新幹線の名古屋開業にあわせて東海道新幹線の運行パター
ンを変化させた場合，愛知県内の市区町村レベルの観光消費にどのような影響を与え
るのかについて数値シミュレーションを行う。そして，その結果を用いて，今後，リ
ニア中央新幹線の名古屋開業に向けて実現すべき観光関連サービスの向上策について
考察を行う。
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3．分析モデル

（1）モデル構造

　本研究では，全国モデルと愛知県モデルからなる 2階層のモデル構造を持つ分析モ
デルを開発する（図―1）。このとき，上位に位置する全国モデルでは都道府県単位の
観光消費モデルを開発し，リニア中央新幹線や東海道新幹線のように複数の都道府県
を結ぶ交通手段の変化が訪日外国人の観光消費に与える影響を分析する。また，下位
に位置する愛知県モデルでは市区町村単位の観光消費モデルを開発し，各市区町村が
訪日外国人の観光消費の変化によって受ける影響を分析する。このとき，全国モデル
からは各都道府県から愛知県に来訪した訪日外国人が行う観光消費が与えられ，愛知
県モデルでは愛知県内を周遊しながら，どの市区町村で観光消費が行われるのかを分
析する。なお，全国モデルについては先行研究で開発したものを用いることとし10），
本研究では愛知県モデルの開発を中心にして説明する。

図―1　モデル構造

（2）周遊サービス

　外国人観光客は日本国内の幾つかの観光地を周遊しながら観光消費を行っている。
ここでは，代表的個人を仮定して，高速鉄道への投資が外国人の観光消費にどのよう
な影響を与えるのかを分析する集計型モデルを開発する（付録 1）。ある空港から入
国した観光客は最初の観光地で観光サービスを消費し，その後，幾つかの観光地を周
遊しながら，それぞれの観光地で観光サービスを消費する。ここでは，観光客がこう
した周遊観光を行うために，仮想的に最初の観光地でその後の周遊観光に必要な周遊
サービスを一括して購入するものとする。また，それぞれの観光地には，この代表
的個人に周遊サービスを提供する周遊サービス企業が 1つずつ存在しているものと
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する。周遊サービス企業はその観光地の観光サービスと，その後の周遊観光に必要
な周遊サービスをそれぞれ次の観光地から投入して，その観光地の周遊サービスを
生産しているものとする（図―2）。また，次の観光地への移動には，（3）で説明する
Iceberg 型移動費用が考慮されるものとする。同様にして，次の観光地でも周遊サー
ビス企業が存在し，周遊観光に必要な周遊サービスを生産しているものとする。その
結果，観光客が最初の観光地で購入する周遊サービスには，最初の観光地で提供され
る観光サービスだけでなく，その後に周遊する観光地で提供される観光サービスがす
べてパッケージ化されることになる。

図―2　周遊サービスの生産関数

（3）Iceberg 型移動費用

　また，それぞれの観光地から次の観光地への移動費用を考慮するために，本研究で
は Iceberg 型移動費用を仮定する。つまり，次の観光地で提供される周遊サービスを
その前の観光地で投入する場合，その一定割合が解けてなくなるものと仮定する。そ
の結果，ある観光地で一定の周遊サービスを投入するためには，次の観光地で解けて
なくなる部分を考慮して余分に周遊サービスを購入することが必要になり，その分だ
け周遊サービスの価格が高くなることになる。さらに，Iceberg 型移動費用を仮定し
た場合，通常，この係数を地域間距離の関数と仮定してパラメータを推定するが，本
研究では，地域間距離の代理変数として，交通ネットワークから求めた時間距離を用
いることにする。その結果，高速鉄道投資によって観光地間の移動時間が短縮される
と観光地間の移動費用が低下し，これによって周遊サービスの価格が低下することに
なる。
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4．パラメータ推定

（1）観光マネーフロー表の作成

　本研究では，周遊型観光消費モデルの基準データセットとして訪日外国人の観光マ
ネーフロー表を作成する（表―1）。全国モデルで用いる都道府県間の観光マネーフロー
表については，国土交通省が公表している訪日外国人流動表および観光庁が公表して
いる旅行消費単価を用いて作成した13，14）。他方で，愛知県モデルで用いる市区町村間
の観光マネーフロー表を作成するためには，市町村間の訪日外国人流動表が必要にな
る。本研究ではこの市区町村間の訪日外国人流動表を作成するために，訪日外国人が
持つ携帯位置情報を活用した。また，総務省が「宿泊旅行統計調査」から推計した市
町村別の外国人延べ宿泊者数に基づき15），都道府県間の観光マネーフロー表における
観光消費の値を案分して市区町村別の観光消費を求めた。そして，これらの値を用い
て市区町村間の観光マネーフロー表を作成した。

表―1　観光マネーフロー表（愛知県レベル）

（2）パラメータ推定結果

　こうして作成した市区町村間の観光マネーフロー表を用いて，愛知県モデルのパラ
メータ推定を行った。このとき，各市区町村の観光消費と基準地域の観光消費の比率
を求め，この比率の対数を取ると，重回帰分析によってパラメータを求めることがで
きる（付録 2）。表―2は重回帰分析によってパラメータを推定した結果を示したもの
である。移動時間の差の偏回帰係数は―0.0898 となり，移動時間が長くなると観光消
費が減少することがわかる。また，地域ダミー変数の係数は，碧南市（7.83），西尾
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市（6.54），豊橋市（6.06），豊田市（5.43）で比較的高い値が推定された。図―3はこ
の値を愛知県の地図に落としたものである。愛知県における観光消費は中村区（名古
屋市），中区（名古屋市）が圧倒的に大きな値をとっているものの，地域ダミー変数
の偏回帰係数は名古屋市内の地域よりも，上述した名古屋市周辺地域の値の方が大き
な値を示している。この偏回帰係数が大きな地域ほど，提供される観光サービスの魅
力が高いものと考えることができる。愛知県は名古屋市を中心にした放射状の交通
ネットワークとなっているため，名古屋市内の交通利便性は高く，逆に名古屋市周辺

表―2　パラメータ推定結果

図―3　地域ダミー変数の偏回帰係数
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地域の交通利便性は低い。つまり，中村区や中区で観光消費が大きな値を示している
のは，交通利便性が高く周遊しやすいためであると考えられる。逆に，名古屋市周辺
の地域でも交通利便性が高くなれば，さらに多くの訪日外国人が観光消費を行う可能
性があると考えられる。

5．数値シミュレーション

（1）前提条件

　本研究では，以下の 2ケースを考えて訪日外国人の観光消費の変化について数値シ
ミュレーションを行った。まず，ケース 1（C1）として，リニア中央新幹線が品川～
名古屋間で開業した場合を考えた。このとき，のぞみタイプの走行により品川～名古
屋間が 40 分で移動できるものとした。また，のぞみタイプの走行の他にも，各駅に
停車するこだまタイプの走行も仮定した。さらに，リニア新駅と既存の鉄道駅の乗継
時間はすべて 10 分であるものと仮定した。次に，ケース 2（C2）として，リニア中
央新幹線の名古屋開業にあわせて，東海道新幹線の運行パターンが変化した場合を考
えた。リニア中央新幹線の開業によって東海道新幹線ではのぞみの走行がなくなり，
ひかり，こだまの走行頻度が 2倍に増加するものとし，これによって乗車に必要な待
ち時間が半分に短縮されると仮定した。現在，三河安城駅でも豊橋駅でもこだまが
30 分間隔で停車しているが，これが 15 分間隔で停車するものとした。これに加えて，
現在，豊橋駅ではひかりが 2時間間隔で停車しているが，これが 1時間間隔で停車す
るものと仮定した。

（2）観光マネーの流入

　図―4は，全国モデルを用いて，愛知県に流入する観光マネーの変化を分析した結
果である。現在，東京都や京都府，大阪府から流入する観光マネーが大きく，その他
にも，ゴールデンルートに位置する静岡県，神奈川県，山梨県，昇龍道ルートに位置
する岐阜県，富山県，石川県，長野県からの流入が多い。これに対してリニア中央新
幹線が開業すると（ケース 1），リニア中央新幹線の沿線に位置する東京都，神奈川
県，山梨県からの観光マネーの流入が増加することがわかる。また，近畿圏を周遊す
る観光客がリニア中央新幹線の沿線を周遊することも容易になるため，京都府や大阪
府から愛知県に流入する観光マネーが増加することもわかる。他方で，リニア中央新
幹線の名古屋開業にあわせて東海道新幹線の運行パターンが変化すると（ケース 2），
静岡県から流入する観光マネーが増加する。また，東京都や京都府などから流入する
観光マネーも僅かに増加する。しかし，そのインパクトはケース 1に比べると小さく，
その範囲も限定的である。先行して実施した全国モデルのパラメータ推定の結果を見
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ると，静岡県は観光サービスの魅力がそれほど大きな値を示していない。そのため，
アクセス利便性が向上しても静岡県での観光消費が大きく増加するものではなく，静
岡県から愛知県に流入する観光マネーも大きく増加するものではないことがわかる。

図―4　愛知県に流入する観光マネーの変化

（3）リニア中央新幹線の影響

　また，図―5は，愛知県モデルを用いてリニア中央新幹線の名古屋開業（ケース 1）
による観光消費の変化を分析したものである。現在，名古屋駅のある中村区（名古屋
市），名古屋城のある中区（名古屋市）の観光消費が圧倒的に大きく，名古屋市以外
では，豊橋市や蒲郡市，豊田市で観光消費が比較的大きくなっている。これを反映して，
リニア中央新幹線が開業しても，中村区と中区の観光消費が大きく増加していること
がわかる。また，名古屋市以外では，豊橋市や蒲郡市，豊田市の他，碧南市や刈谷市，
岡崎市などでも観光消費が増加することがわかる。愛知県の公共交通ネットワークは
名古屋都心部を中心にした放射状になっているため，名古屋都心部から周辺地域への
移動については比較的容易である。そのため，名古屋都心部に宿泊して周辺地域を観
光する観光客が多い。加えて，リニア中央新幹線は名古屋駅に乗り入れるため，一層，
こうした周遊パターンが増加するものと考えられる。また，東海道新幹線を含めた多
くの幹線交通が名古屋駅を起点にして交通サービスを提供しているため，京都や奈良，
伊勢志摩，高山や金沢など，三河地域の観光地と競合する観光地もかなり多い。こう
した点が三河地域の観光消費が大きく増加しない原因であると考えられる。
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（4）東海道新幹線の影響

　さらに，図―6は，愛知県モデルを用いて東海道新幹線の運行パターン変更（ケース2）
による観光消費の変化を分析したものである。ケース 1による変化に比べると，ケー
ス 2による変化は小さいことがわかる。しかし，リニア中央新幹線の名古屋開業にあ
わせて東海道新幹線の運行パターンを変更した場合，中村区や中区では観光消費がや
や減少するものの，豊橋市や蒲郡市，豊川市や田原市では観光消費が増加することが
わかる。東三河地域では東海道新幹線が停車する豊橋駅を中心にして地方交通ネット
ワークができているため，豊橋駅の交通利便性が向上するとその周辺地域の観光地で
も観光消費が増加する。他方で，安城市や碧南市，知立市や刈谷市でも観光消費が僅
かに増加している。西三河地域には 1988 年に東海道新幹線の請願駅として三河安城
駅が設置されている。そのため，この三河安城駅へのアクセスが便利な観光地では観
光消費がやや増加している。しかし，豊橋駅に比べると三河安城駅を中心にした地方
交通ネットワークは必ずしも利便性が高くない。この地域は名古屋都市圏の通勤圏で
あるため，複数の鉄道事業者が激しい競争を繰り広げている。そのため，異なる鉄道
事業者の交通ネットワークを乗り継いで移動することが難しい。特に，豊田市や岡崎
市などでは距離的には三河安城駅が近いにもかかわらず，名古屋駅から直接アクセス
した方が便利なため，三河安城駅の交通利便性が向上しても観光消費が増加していな
い。これらの地域では県外からの来訪者にとってもっと便利な交通サービスを提供し
ていくための努力が必要であることは間違いない。

図―5　リニア中央新幹線の開業による観光消費の変化
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6．おわりに

（1）研究の成果

　本研究では，携帯位置情報を活用することにより，愛知県の市区町村を対象にした
周遊型観光消費モデルの開発を行った。このとき，リニア中央新幹線のような複数の
都道府県を結ぶ交通ネットワーク投資の影響を分析するために，都道府県単位の影響
を分析する全国モデルと，市区町村単位の影響を分析する愛知県モデルの 2つのモデ
ルを組み合わせたモデルを提案した。また，愛知県モデルのパラメータを推定するた
めに，愛知県の観光マネーフロー表を作成した。そして，この観光マネーフロー表を
用いて愛知県モデルの具体的なパラメータを推定した。その結果，移動時間の差の係
数が―0.0898 となり，移動時間が短くなると観光消費が増加すること，交通結節点が
ある中村区や中区よりも，豊橋市や豊田市などの方が地域ダミー変数の係数が大きく
なり，これらの地域では交通利便性の向上によって観光消費が増加する可能性がある
ことが明らかになった。
　また，リニア中央新幹線の名古屋開業にあわせて東海道新幹線の運行パターンを変
更した場合，愛知県内における観光消費がどのように変化するかについて，開発した
分析モデルを用いて数値シミュレーションを実施した。その結果，リニア中央新幹線
が名古屋開業した場合，交通結節点がある中村区や中区で観光消費が大きく増加し，
名古屋市以外では豊橋市や蒲郡市等で観光消費が増加することが明らかになった。他

図―6　�東海道新幹線の運行パターン変更による観光消
費の変化
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方で，これにあわせて東海道新幹線の運行パターンを変更した場合，東三河地域では，
豊橋駅のある豊橋市の他，豊橋駅へのアクセスが便利な蒲郡市等で観光消費が増加す
る結果となった。また，西三河地域では，三河安城駅のある安城市，三河安城駅から
のアクセスが便利な刈谷市等で観光消費がやや増加するものの，三河安城駅からのア
クセスが不便な豊田市等では観光消費が増加しないことも明らかになった。

（2）今後の課題

　（1）でも説明した通り，リニア中央新幹線の名古屋開業にあわせて東海道新幹線の
運行パターンを変更させた場合，東海道新幹線の三河安城駅へのアクセスが便利な地
域とそうでない地域で違いがあることが明らかになった。豊橋駅と比較すると三河安
城駅は新しく設置された新幹線駅であるため，三河安城駅へのアクセスに多くの課題
を抱えている。特に異なる鉄道事業者を乗り継いで移動する観光客には不便な状況が
数多く見られ，こうした地域での観光消費を増やすためには，利用者本位の考え方で
交通サービスを向上させていくことが必要である。欧州にはこうした課題を乗り越え
て観光振興を実現した地域が数多く存在するため，これらの地域の取組みも参考にし
ながら新たな取組みを実施していく必要であると考えられる。同時に，利害が対立す
る事業者が協力していくためには，その利害関係の変化をあらかじめ明らかにしてお
くことが必要であり，本研究で開発したような地域計量モデルによる分析結果が重要
な役割を果たすものと考えられる。
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付録 1．周遊型観光消費モデル

（1）モデルの枠組み

　分析対象とする地域には観光地が 個存在するものとする。それぞれの観光地には
1つの観光サービスが提供され，それらは差別化されているものとする。このとき，
観光サービスの価格は外生変数として与えられるものとする。また，観光客は観光地
を周遊しながら観光サービスを消費するが，それぞれの観光地で提供される観光サー
ビスを組み合せたものを周遊サービスと呼ぶことにする。
　他方で，対象地域の外には観光客が直前に観光した地域が 個存在し，観光客はこ
れらの地域から入域するものとする。このとき，入域地域毎に観光客の総予算は外生
変数として与えられるものとする。その後，観光客は最初の観光地でその後の周遊観
光に必要な周遊サービスを購入するものとする。また，それぞれの観光地では周遊サー
ビス企業が周遊サービスを生産しているものとする。このとき，観光地間の移動費用
が考慮されるものとする。

（2）周遊サービスの消費

　域外の地域 から入域した観光客は，最初の観光地 でその後の周遊観光に必要な
周遊サービスを購入するものとする。このとき，観光客の効用関数は次式で与えられ
るものとする。

� � （1）

ここで， は周遊サービスの消費， は代替弾性値， はCES 型関数のシフトパラ
メータを表す。
　また，域外の地域から最初の観光地への移動には Iceberg 型の移動費用を仮定し，
域外の地域 から入域した観光客の予算を とすると，予算制約は次のようになる。

� � （2）

ここで， は最初の観光地 での周遊サービスの価格， は域外の地域 から第 1訪
問地 への移動費用を考慮するための係数とする。
　この効用最大化問題を解くと，次式が得られる。

� � （3）
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ただし，価格指数 は次のようになる。

� � （4）

このとき，間接効用関数を求めると次式が得られる。

� � （5）

（3）周遊サービスの生産

　観光地 の周遊サービス企業はその観光地で提供される観光サービスと，次の観光
地で生産される周遊サービスを投入してその観光地での周遊サービスを生産している
ものとする。また，この企業の生産関数は次式で与えられるものとする。

� � （6）

� � （7）

ここで， は周遊サービスの生産， は観光サービスの投入， は合成サービスの投
入， は観光地 における周遊サービスの投入， は代替弾性値， ， ， はそれ
ぞれCES型関数のシフトパラメータを表す。
　また，観光地の移動に Iceberg 型の移動費用を仮定すると，周遊サービス企業の総
費用 は次のようになる。

� � （8）

ここで， は観光地 における観光サービスの価格， は観光地 における周遊サービ
スの価格， は観光地 から次の観光地 への移動費用を考慮するための係数を表す。
　この費用最小化問題を解くと，次式が得られる。

� � （9）
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� � （10）

� � （11）

ただし，価格指数 および は次式で与えられる。

� � （12）

� � （13）

また，完全競争市場を仮定すると， は周遊サービスの市場価格に一致することにな
る。

（4）市場条件

　観光地 での周遊サービスに対する市場条件を考えると，次のようになる。

� � （14）

（5）均衡条件式

　式（14）に式（11），式（10），式（3）を順に代入すると，

� � （15）

また，式（9）より，

� � （9）

したがって，式（15）により周遊サービスの生産が決まると，式（9）より観光サー
ビスの需要が決まることになる。また，式（15）から，周遊サービスの生産 は空
間的自己相関を持つことがわかる。さらに，空間重み行列は周遊サービスの価格 や
観光地までの移動費用 によって決まることがわかる。
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　他方で，式（12）に式（13）を代入すると，

� � （16）

また，式（13）および式（4）より，

� � （13）

� � （4）

したがって，式（16）より周遊サービスの価格が決まると，式（13）および式（4）
よりその合成価格が決まる。また，式（16）から，周遊サービスの価格のべき乗
も空間的自己相関を持つことがわかる。さらに，空間重み行列は観光地までの移動費
用の大きさ により決まることがわかる。
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付録 2．パラメータ推定

　式（11）を基準データセット（表―1）から得られる金額表示にすると，

� � （17）

ここで， ， とする。また，パラメータ を次のように仮定する。

� � （18）

ただし， は対数正規分布に従う誤差項とする。式（17）の対数を取ると次式が得
られる。

� � （19）

ここで，

� � （20）

� � （21）

� � （22）

ただし， の定義より は正規分布に従う誤差項となる。
　また， は地域間距離 の関数と考えられるため，次式を仮定する。

� � （23）

このとき，式（19）は次のようになる。

� � （24）

ここで，

� � （25）

， については，地域ダミー変数を定義すれば，その係数として求めることができる。
　さらに，地域ダミー変数の数を減らすために，2つの観光地について式（24）の差
を求めと，

� � （26）
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ここで， は観光地 l を基準にした観光地 i の魅力度を表し，地域ダミー変数の
係数として推定することができる。また， は正規分布に従う誤差項を表す。




